
（単位：千円）

-1-

令和 8年 2月17日

計

21 40 21 0
1,936

18

節　　　　　名
旅費                            
需用費                           
役務費                           
委託料                           
使用料及び賃借料                      
原材料費                          

08
10
11
12
13
15

節

49
1 1 23 23

76 46
19

22

 1,356

715 738 787 787

2,223

危険物承認手数料
23

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

14-02-05-01-02/8010300000/0505 88
危険物施設検査手数料

名　　　　　　　称
充 当 額

74.6

査定額 増減額

264
5,342

82
100.0

構成比(%)

179

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

1.4
42.4

40.6

14.8

4.0
-361

21.4

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

消防費

消防費 53,110

62,945

077 40,093 49,299 62,945

49,299

査定５出力 段階

-4,533

-4,533 目
的-4,533

45 消防費　　　　　　　　　　　　　　　　　

10 その他　　　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市対象外重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

003

47,729

4,906

08

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

35
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

2,236 2,247 2,358 2,266

国庫支出金 県支出金

0 30

0.0
0

1

102
1,14121-04-03-08-01/8010470000/0505

2,277 2,169 -54
0.4

高速自動車道救急業務実施費用受入金
21-04-03-08-30/8010470000/0505

5,260

0.4

14-02-05-01-03/8010300000/0505

14-02-05-01-04/8010300000/0505

その他雑入

特定供給設備許可等手数料

煙火消費許可手数料

 連結区分３  

自ら工夫改善事業区分３

5214-02-05-01-05/8010300000/0505

51

63,279 62,945

非主要

9,447

58,746 9,447

54,844

5,260 5,587 5,342

58,746

58,746

58,746

58,746

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

7,115

82

一般会計

政策的経費事業  

40,093

37,447 56,959

常備消防費

０１０８０１０１

本部・署活動費

消火活動等業務費

62,94501

前年当初額 要求額前々年度決算額

62,94553,110

63,279

63,279

消防署消防管理課

款

項

目

事業１

査定額 増減額8010470000

会計

所属

53,110

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業 対象外新規継続 評価対象ソフト事業継続

4,347
0 0 214 3,986

878
1,142

0



　　　向上に努める。
　　・消防用資機材等必要な装備・資機材を整備して、災害現場での万全な体制を図る。

款

目

010

08

003

　　・他機関との連携強化及び応援体制の充実強化を図ることを目的とした合同訓練を実施するとともに、消防救助技術の

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

8010470000

事業３本部・署活動費

消防署消防管理課

01

所属

077

消火活動等業務費事業２

　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：　4,906千円（　　）

　　　　・目 標 値　消防活動等を安全、確実に実施し、災害による被害を軽減する。

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　消防法、消防組織法、高圧ガス保安法、容器保安規則、一般高圧ガス保安規則、労働安全衛生規則

　　　　　　　　　　13　気候変動に具体的な対策を

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　令和元年度個人型携帯警報器の賃貸借長期継続契約が終了したため、新たに令和6年度個人型携帯警報器
　　　　　　　 の賃貸借長期継続契約を締結した。

４　事業の自己評価（目標値に対する効果の検証・課題・問題点等）[Ｃ]
    ・消防用資機材は、使用用途が特化しているため単価が高く､更新及び修繕に多額の費用がかかることから､適時､整備
　　　計画等について見直す必要がある。

　　・令和7年度　消防用資機材の更新整備及び災害現場での熱中症対策をはじめとする安全管理体制の充足を図った。

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果　迅速かつ円滑な消防活動により、各種災害から市民の生命、身体及び財産を保護する。

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　5,342千円（　　）

　　　　・計　　画　秦野市消防本部警防規程、秦野市消防計画

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　： 20,850千円

　　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）：　5,260千円（　　）
　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）：　5,342千円（　　）

　　　　・目　　的　消防・救助資機材等を計画的に更新整備することで、災害対応力の強化を図る。
　　　　・内　　容　消防活動上必要な資機材等を整備するとともに､実践的な訓練を実施し､災害に対応できる体制を確保する。
　　　　・ＳＤＧｓ　11　住み続けられるまちづくりを

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-2-

当 初 予 算

消防費

０１０８０１０１

消防費

常備消防費

項 01

事業１



款

目

010

08

003

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

8010470000

事業３本部・署活動費

消防署消防管理課

01

所属

事業２

（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　・各種資機材の使用頻度及び経過年数等により、計画的な更新整備に努める。

８　その他

      ・救助大会関係出張旅費　令和7年度（30千円）、令和6年度  計上なし、令和5年度　計上なし
　　　・熱中症対策消耗品　　　令和7年度（22千円）、令和6年度（42千円）、令和5年度（42千円）
　　　・救助資機材修繕　　　　令和7年度（45千円）、令和6年度（45千円）、令和5年度（45千円）　

（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・該当なし　
（2） 自然災害対策への取組
　　　　・該当なし

　　　　・該当なし

事業１

　　　・救助資機材修繕として、油圧救助器具切断刃等の修繕費を計上したため増額（179千円）

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由
　　　・全国救助大会参加に伴い、救助大会関係出張旅費を計上したため増額（76千円）

077

消火活動等業務費

-3-

当 初 予 算

消防費

０１０８０１０１

消防費

常備消防費

項 01



（単位：千円）

-8-

令和 8年 2月17日

計

0

節　　　　　名
需用費                           
役務費                           
委託料                           
使用料及び賃借料                      
備品購入費                         

10
11
12
13
17

節

0
0 0 469 0

8,315 2,335
921

0

 1,522

14,136 2,002 2,002 2,002

0

その他雑入

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

21-04-03-08-01/8010470000/0505 1,521
高速自動車道救急業務実施費用受入金

名　　　　　　　称
充 当 額

87.6

査定額 増減額

351
12,256
3,704
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

67.8
12.2

3.7

16.3

0.0
3,353

12.4

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

消防費

消防費 53,110

62,945

077 40,093 49,299 62,945

49,299

査定５出力 段階

-4,533

-4,533 目
的-4,533

45 消防費　　　　　　　　　　　　　　　　　

10 その他　　　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市対象外重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

005

47,729

17,643

08

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

408 570 1,690 1,491

国庫支出金 県支出金

3,099 5,980

0.0
0

9,203

448 448 448
0.0

8,552
21-04-03-08-30/8010470000/0505

 連結区分３  

事業区分３

1

63,279 62,945

非主要

9,447

58,746 9,447

54,844

8,552 13,812 12,256

58,746

58,746

58,746

58,746

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

7,115

3,704

一般会計

政策的経費事業  

40,093

37,447 56,959

常備消防費

０１０８０１０１

本部・署活動費

救急活動業務費

62,94501

前年当初額 要求額前々年度決算額

62,94553,110

63,279

63,279

消防署消防管理課

款

項

目

事業１

査定額 増減額8010470000

会計

所属

53,110

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業 対象外新規継続 評価対象ハード事業継続

7,381
0 0 0 10,734

1,171
1,522

0



　　　　　　　　 事業に参加し、救急活動の効率化に関する取り組みをした。　　

　　・マイナ救急システムの実証事業について、検証した結果、一定度の成果があった。

款

目

010

08

005

　　　である。【議会】

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

8010470000

事業３本部・署活動費

消防署消防管理課

01

所属

077

救急活動業務費事業２

２　全体計画[Ｐ]

　　　　・効　　果　・市民が安心して暮らせるまちづくりが図られる。
　　　　　　　　　　・社会公共の福祉の増進が図られる。
　　　　・目 標 値　該当なし

　　　　・ＳＤＧｓ　 3　すべての人に健康と福祉を
　　　　　　　　　　11　住み続けられるまちづくりを

　　・救急出動件数が増加していることや業務の性質上から予算の削減は厳しい。
　　・救急需要の増大、多様化及び質の維持の観点から日勤救急隊の運用を含めた救急隊員の労務環境の整備が課題

　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）：　　　12,256千円
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　12,979千円

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]

　　・令和7年度  令和6年度に引き続き、マイナ救急システム実証事業に参加し、効果の検証をした。

４　事業の自己評価（目標値に対する効果の検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　・令和6年度　救急医療支援システムの本格導入及びマイナンバーカードを活用した救急業務（マイナ救急）の実証

（2） 効果・目標値

　　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）：　　　 8,552千円

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　消防組織法、消防法
　　　　・計　　画　総合計画（基本施策：342 消防・救急体制の充実）

　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：      51,430千円
　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：　　　17,643千円

　　　　・目　　的　災害等による傷病者を医療機関へ救急自動車により搬送を行うもの
　　　　・内　　容　・救急自動車を必要とするすべての市民に対して、最善なプレホスピタルケア（病院前救護）を施す。
　　　　　　　　　　・地域の医療機関と連携を強化して迅速的確な搬送体制の向上を図る。

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-9-

当 初 予 算

消防費

０１０８０１０１

消防費

常備消防費

項 01

事業１



款

目

010

08

005

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

8010470000

事業３本部・署活動費

消防署消防管理課

01

所属

事業２

（2） 自然災害対策への取組

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
    ・救急隊の適切な労務管理及び救急隊配置等を図るため、AIを活用した救急需要予測・推計等の検討を行う。【議会】

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）  
　　　令和4年度　救急出動件数:10,186件(+17.8%）
　　　令和5年度　救急出動件数:10,729件(+ 5.3%）
    　令和6年度　救急出動件数:11,198件(+ 4.4%）

　　　　・該当なし

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　3,701千円（3,701千円）
　　　　・内　容　 救急医療支援システム:2,472千円　マイナ救急システム:1,229千円　　

　　　　・該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

事業１

（1） 増減理由
　　・救急出動件数の増加、マイナ救急システムの費用に伴う増額

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　・令和6年度から実施しているマイナ救急システムの全国展開に伴いシステムを導入し、救急業務の効率化を行う。
　　
６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

077

救急活動業務費

-10-

当 初 予 算

消防費

０１０８０１０１

消防費

常備消防費

項 01



（単位：千円）

-14-

令和 8年 2月17日

計

694

節　　　　　名
旅費                            
役務費                           
委託料                           
使用料及び賃借料                      
負担金、補助及び交付金                   

08
11
12
13
18

節

-160
0 25 38 25

371 -19
93

0

0

3,380 3,660 3,500 3,500

682

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
6,425

-83
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

5.8
28.7

10.6

54.5

0.0
-83

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

消防費

消防費 53,110

62,945

077 40,093 49,299 62,945

49,299

査定５出力 段階

-4,533

-4,533 目
的-4,533

45 消防費　　　　　　　　　　　　　　　　　

10 その他　　　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市対象外重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

006

47,729

8,576

08

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

1,897 1,751 1,887 1,844

国庫支出金 県支出金

195 390

0.0
0

384

763 685 3
0.4

6,508

 連結区分３  

事業区分３

63,279 62,945

非主要

9,447

58,746 9,447

54,844

6,508 6,572 6,425

58,746

58,746

58,746

58,746

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

7,115

-83

一般会計

政策的経費事業  

40,093

37,447 56,959

常備消防費

０１０８０１０１

本部・署活動費

メディカルコントロール事業費

62,94501

前年当初額 要求額前々年度決算額

62,94553,110

63,279

63,279

消防署消防管理課

款

項

目

事業１

査定額 増減額8010470000

会計

所属

53,110

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業 対象外新規継続 評価対象ソフト事業継続

6,508
0 0 0 6,425

0
0

0



　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：　　　　8,576千円

　　　　　　　　 導救命士を任命し、救急隊員の教育指導を開始した。
　　・令和7年度  指導救命士養成研修へ1名の職員を派遣するとともに、全ての認定行為が行える救急救命士の養成を行うため、

款

目

010

08

006

　　・令和6年度　指導救命士養成研修へ1名の職員を派遣した。県メディカルコントロール協議会から認定され、本市3人目の指

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

8010470000

事業３本部・署活動費

消防署消防管理課

01

所属

077

メディカルコントロール事業費事業２

                     （3名×12隊）令和7年度：22名（61.1%）

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果　・救急救命処置実施時に医師からの指示及び指導・助言を受け、その症例を事後検証としてガイドラインに
                      反映させ、救急業務のＰＤＣＡサイクルの確立

 
　　　　・ＳＤＧｓ　　3　すべての人に健康と福祉を

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]

　　　　・計　　画　  総合計画（基本施策：342 消防・救急体制の充実）

２　全体計画[Ｐ]

　　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）：　　　　6,508千円
　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）：　　　　6,425千円
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　　6,276千円

　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：　　　 27,553千円

　　　　　　　　　　 11　住み続けられるまちづくりを
                     17　パートナーシップで目標を達成しよう

　　　　・根拠法令　  湘南地区メディカルコントロール協議会各種要綱、運用細則、ガイドライン

　　　　　　　　　　・秦野市派遣型救急ワークステーション事業により、早期の医療介入による救命効果の向上、後遺症の軽減
                      及び研修体制の充実
　　　　・目 標 値　　1隊4名配置の救急隊員のうち、3名を目安に全ての認定行為が行える救急救命士が配置できるように養成
                      を進める。救急隊員48名（１隊4名×12隊）のうち、全ての認定行為が行える救急救命士の配置目標36名

（3） 根拠法令・計画等

　　　　・目　　的　  救急救命処置の質を医学的に担保し、適切な救急活動を確保する。     
　　　　・内　　容　・救急科専門医による指示・指導助言及び事後検証を通じて救急活動の質を管理する。
　　　　　　　　　　・派遣型救急ワークステーションを実施し、救命効果の向上及び救急隊員の教育体制の強化を図る。

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-15-

当 初 予 算

消防費

０１０８０１０１

消防費

常備消防費

項 01

事業１



　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　千円（　　千円）

　　　　・内　容

款

目

010

08

006

　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　千円（　　千円）

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

8010470000

事業３本部・署活動費

消防署消防管理課

01

所属

事業２

　　　・気管挿管病院実習　令和7年度　6名  令和6年度　 4名　令和5年度　 2名　      

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由
　　　・救急救命士就業前病院実習について、派遣計画の見直しを図ったことから減額となったもの
　　

　　・救急救命士の再教育（46名）、気管挿管病院実習（3名）及びビデオ喉頭鏡病院実習（3名）へ総合計画等に基づき職員を
　　　派遣し、全ての認定行為が行える救急救命士の養成を行う。

　　　　・内　容
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

　　・全国規模を始めとした研修会（全国救急隊員シンポジウム、救急隊員学術研究会）等で、事業成果について共有を図り、
　　　改善策について広く英知を求め、先進的な取組みを効果的に活用し、組織全体の成長と発展を促進する。

８　その他

　　　　・内　容　
（2） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　千円（　　千円）

（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

　　・指導救命士養成研修へ派遣し、認定者を養成する。【議会】

    ・救急救命士が最新の救急医療に対応できるように、産科救急研修(1名)へ派遣

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      救急救命士資格取得後は、医療従事者として、その質を確保し維持向上を図るために、医師からの直接的指導を受けること
　　　が責務であり、地方公共団体は、再教育病院実習を計画的に実施しなければならない。
　　　・救急救命士再教育病院実習派遣人数　令和7年度　39名　令和6年度　43名　令和5年度　37名

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

事業１

　　　ことから、予算の確保が必要となる。

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

　　　　　　　　 気管挿管等の病院実習に3名派遣し、研修体制の充実を図った。

４　事業の自己評価（目標値に対する効果の検証・課題・問題点等）[Ｃ]
　　・指導救命士の養成及び気管挿管等の病院実習へ派遣することにより、救急体制の充実を図ったが、今後も継続して派遣する

077

メディカルコントロール事業費

-16-

当 初 予 算

消防費

０１０８０１０１

消防費

常備消防費

項 01



（単位：千円）

-20-

令和 8年 2月17日

計

0

節　　　　　名
需用費                           
役務費                           
使用料及び賃借料                      
備品購入費                         
補償、補填及び賠償金                    

10
11
13
17
21

節

377
2,814 23,576 26,318 26,318

380 -11
-50

2,742

 21,698

1,252 1,253 1,705 1,630

1

緊急消防援助隊設備整備費補助金（補助率１／２）
0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

15-02-06-01-01/8010470000/0505 0
緊急消防援助隊設備整備費補助金（補助率１／２）

名　　　　　　　称
充 当 額

23.8

査定額 増減額

0
28,477
3,057
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

1.4
0.5

0.0

5.7

0.0
-4,330

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源

３－４－２

地方債 使用料・手数料
計

01

消防費

消防費 53,110

62,945

077 40,093 49,299 62,945

49,299

査定５出力 段階

-4,533

-4,533 目
的-4,533

45 消防費　　　　　　　　　　　　　　　　　

10 その他　　　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市対象外重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

007

47,729

4,450

08

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 7,511

0.0 36.5
2,887

88 199 149 149

国庫支出金 県支出金

296 391

39.7
4,500

11,300

388
022-01-06-01-18/0110250000/0505

1 0 -1
92.4

災害対策資機材整備事業債
22-01-06-01-18/0110250000/0515

25,420
15-02-06-01-01/8010470000/0515

16-02-12-03-01/8010470000/0505

災害対策資機材整備事業債

災害対策資機材整備費補助金（補助率１／２）

災害対策資機材整備費補助金（補助率１／２）

 連結区分３  

自ら工夫改善事業区分３

10,39816-02-12-03-01/8010470000/0515

0

63,279 62,945

非主要

9,447

58,746 9,447

54,844

25,420 28,561 28,477

58,746

58,746

58,746

58,746

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

7,115

3,057

一般会計

政策的経費事業  

40,093

37,447 56,959

常備消防費

０１０８０１０１

本部・署活動費

災害対策資機材整備費

62,94501

前年当初額 要求額前々年度決算額

62,94553,110

63,279

63,279

消防署消防管理課

款

項

目

事業１

査定額 増減額8010470000

会計

所属

53,110

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業 対象外新規継続 評価対象ソフト事業継続

11,109
10,398 11,300 0 6,779

0
0

6,800



５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

款

目

010

08

007

　　・災害時の被害を軽減するため、各種災害対応資機材の更新・整備を行う必要がある。

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

8010470000

事業３本部・署活動費

消防署消防管理課

01

所属

077

災害対策資機材整備費事業２

　　　　　　　　　大規模地震対策応急活動計画(消防職・団員行動マニュアル)、秦野市消防署高圧ガス製造施設に係る

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果　大規模災害等に人員､車両及び資機材等を有効に活用することで､市民の生命､身体及び財産を保護する。
　　　　・目 標 値　大規模災害等による被害を軽減する。

　　　　　　　　　する。
　　　　・ＳＤＧｓ　11　住み続けられるまちづくりを

４　事業の自己評価（目標値に対する効果の検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　： 77,013千円
　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：　4,450千円（　　）
　　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）： 25,420千円（　　）
　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）： 28,477千円（　　）

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　特殊災害用資機材の維持管理及び整備を実施した。
　　・令和7年度　大型油圧救助器具等の機能強化整備を実施した。

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）： 18,666千円（　　）

　　　　　　　　　　13　気候変動に具体的な対策を　

２　全体計画[Ｐ]

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　消防法、消防組織法、高圧ガス保安法、一般高圧ガス保安規則
　　　　・計　　画　総合計画（基本施策342　消防・救急体制の充実）
　　　　　　　　　　秦野市消防計画、消防警備計画（風水害等災害対策計画）、大規模地震火災対策資機材整備計画、

　　　　　　　　　安全管理基準、空気呼吸器及び高圧ガス容器整備計画

　　　　・目　　的　迅速な消火・救助体制の整備、強化等を行い、効果的・効率的な活動ができるよう消防・救助活動体制を
　　　　　　　　　確立して、市民の安全・安心を確保する。                    
　　　　・内　　容　近年の激甚化する土砂・風水害や切迫する南海トラフ地震など、大規模災害に備えるため資機材等を整備

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

消防費

０１０８０１０１

消防費

常備消防費

項 01

事業１



款

目

010

08

007

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

8010470000

事業３本部・署活動費

消防署消防管理課

01

所属

事業２

（2） 自然災害対策への取組

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　 ・大規模災害等における活動は、災害の状況に応じた対策が必要であり、各種災害に対応するための資機材は隊員の安全
　　　 管理に直結するため、計画的に整備を行い消防力の強化を図る。

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）

　　　　整備するとともに、隊員用装備品として、空気ボンベ（7本）及び空気呼吸器（4器）を整備する。　　　　　
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　・該当なし

      ・陽圧式化学防護服リース料：令和7年度（605千円）、令和6年度（605千円）、令和5年度（605千円）
　　　・大規模地震対策資機材整備費：令和7年度（20,402千円）、令和6年度、令和5年度　計上なし

　　　　  激甚化する土砂・風水害や切迫する南海トラフ地震などの大規模災害に備えるため、大規模地震対策資機材を更新

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　・該当なし　

　　　・予算計上額（うち一般財源）28,477千円（6,779千円）
　　　・内　容

事業１

（1） 増減理由
　　　・陽圧式化学防護服の長期継続契約満了に伴い、新たに6年間の契約を締結するため増額（982千円）
　　　・大規模災害発生時に使用する救助用資機材を新規に計上したため増額（22,895千円）

　　・激甚化する土砂・風水害や切迫する南海トラフ地震などの大規模災害に備えるため、各種災害対応資機材の更新を図る。
　　・火災現場で活動隊員の安全を確保するため、火災検索用資機材を整備して安全管理体制を強化する。

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

077

災害対策資機材整備費
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当 初 予 算

消防費

０１０８０１０１

消防費

常備消防費

項 01



（単位：千円）

-26-

令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
報償費                           
需用費                           
役務費                           
備品購入費                         

07
10
11
17

節

-4
205 0 275 413

1,146 29
-83

413

 893

0 23 23 19

応急手当普及啓発用テキスト等広告代
25

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

16-02-12-03-02/8010470000/0505 708
応急手当普及啓発推進費補助金（補助率１／３）

名　　　　　　　称
充 当 額

61.9

査定額 増減額

0
2,344

355
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

48.9
32.7
0.8

0.0
198

7.9

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源

２－５－２

地方債 使用料・手数料
計

01

消防費

消防費 53,110

62,945

077 40,093 49,299 62,945

49,299

査定５出力 段階

-4,533

-4,533 目
的-4,533

45 消防費　　　　　　　　　　　　　　　　　

10 その他　　　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市対象外重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

008

47,729

1,872

08

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 551

0.0 30.2
157

750 849 983 766

国庫支出金 県支出金

918 1,117

0.0
0

1,146

17.6

1,989
21-04-03-08-05/8010470000/0505

21-04-03-08-30/8010470000/0505
その他雑入

 連結区分３  

事業区分３現状で実施

160

63,279 62,945

非主要

9,447

58,746 9,447

54,844

1,989 2,427 2,344

58,746

58,746

58,746

58,746

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

7,115

355

一般会計

政策的経費事業  

40,093

37,447 56,959

常備消防費

０１０８０１０１

本部・署活動費

応急手当普及啓発推進費

62,94501

前年当初額 要求額前々年度決算額

62,94553,110

63,279

63,279

消防署消防管理課

款

項

目

事業１

査定額 増減額8010470000

会計

所属

53,110

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業 対象外新規継続 評価対象ソフト事業継続

1,253
708 0 0 1,451

185
185

0



４　事業の自己評価（目標値に対する効果の検証・課題・問題点等）[Ｃ]
　　・応急手当を普及させるためには、市民及び教員が応急手当普及員として活動することも必要であり、普及員講習による普

款

目

010

08

008

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

8010470000

事業３本部・署活動費

消防署消防管理課

01

所属

077

応急手当普及啓発推進費事業２

　　　　・根拠法令　該当なし

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果　・119番通報時に指導する応急手当の実施方法に対する理解が深まり、質の高い応急手当が実施される。
　　　　　　　　　　・心肺停止傷病者に対する心肺蘇生法の実施率及び救命効果が向上される。(令和6年度心肺停止傷病者数
　　　　　　　　　　　206人に対し心肺蘇生法等の応急手当実施数136件、実施率66.0%）

　　　　・ＳＤＧｓ　 3　すべての人に健康と福祉を

　　　　　　　　　 ポート体制の構築を図った。
　　　　　　　　 ・「秦野市AEDマップ」の調査及び更新を行い、精度向上のための改善をした。

　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：　　8,549千円
　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：　　1,872千円
　　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）：　　1,989千円
　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）：　　2,344千円

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　・市民等に対して応急手当講習会を154回開催し、3,899人が受講した。
　　・令和7年度  ・救急隊が救急現場に到着するまでの間に応急手当を実施した方（バイスタンダー）の心的ストレスへのサ

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　2,344千円

　　　　　　　　　  11　住み続けられるまちづくりを

２　全体計画[Ｐ]

　　　　　　　　　　・心肺停止前の重症傷病者に対する応急手当が実施される。
　　　　・目 標 値　・応急手当の実践への行動変容割合の増加を図る。（受講後アンケートで、「いざという時に何らかの行
　　　　　　　　　　　動ができるか」という問いに「できる」、「ある程度できる」と回答した割合）令和12年度：80.0%
（3） 根拠法令・計画等

　　　　・計　　画　総合計画（基本施策：342 消防・救急体制の充実）

　　　　・目　　的　  市民による応急手当の実施体制を整備し、救命効果の向上を図る。
　　　　・内　　容　・市民を対象とした応急手当講習を実施し、心肺蘇生法等に関する知識及び技術の普及を図る。
　　　　　　　　　　・応急手当を実施する際の心理的負担を軽減するためのサポート体制を整備する。

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

消防費

０１０８０１０１

消防費

常備消防費

項 01

事業１



　　　　・該当なし

款

目

010

08

008

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

8010470000

事業３本部・署活動費

消防署消防管理課

01

所属

事業２

　　・応急手当を普及啓発するための講習会では、ロールプレイング型講習の開催及び応急手当講習会の再受講を促進し、いざ

　　　
（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      応急手当講習会備品購入費歴
　　　・令和5年度　　103,000円

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由

（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・該当なし
（2） 自然災害対策への取組
　　　　・該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

　　　・応急手当講習会資器材が経年劣化により不具合等が生じており、効果的な応急手当講習会の実現のため、計画的な資器
　　　　材の更新が必要であることから、備品購入費が増額となったもの

８　その他

　　　・令和6年度　　205,000円
　　　・令和7年度　　　　　0円

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

　　　という時に行動できるように実践力の向上を図る。

事業１

　　・夏休み期間中に、命の大切さを学んでもらうため、子ども向け応急手当「キッズ救急隊」を開催する。
　　・市民が安心して応急手当を実施できるようバイスタンダーサポートの取組みを行う。

　　　及員の養成に対する経費の確保が課題である。

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　・市民及び教員が応急手当普及員として講習会を開催できるよう、普及員の養成を行い、応急手当の普及啓発を促進する。

077

応急手当普及啓発推進費
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当 初 予 算

消防費

０１０８０１０１

消防費

常備消防費

項 01



（単位：千円）
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令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
需用費                           
役務費                           

10
11

節
3,786 2,293

39

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
3,902
2,332
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

97.0
3.0

0.0
2,332

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

消防費

消防費 53,110

62,945

077 40,093 49,299 62,945

49,299

査定５出力 段階

-4,533

-4,533 目
的-4,533

45 消防費　　　　　　　　　　　　　　　　　

10 その他　　　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

040

001

1,570

2,647

08

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

77 77 135 116

国庫支出金 県支出金

2,570 1,493

0.0
0

5,851

1,570

 連結区分３  

事業区分３

63,279 62,945

非主要

9,447

58,746 9,447

3,902

1,570 5,986 3,902

58,746

58,746

58,746

58,746

単独

臨時経費

補単区分

臨経区分

主要事業

2,332

2,332

一般会計

義務的経費事業  

40,093

2,647 5,986

常備消防費

０１０８０１０１

感染防止等対策事業費

感染防止等対策事業費

62,94501

前年当初額 要求額前々年度決算額

62,94553,110

63,279

63,279

消防署消防管理課

款

項

目

事業１

査定額 増減額8010470000

会計

所属

53,110

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

1,570
0 0 0 3,902

0
0

0



　　・令和7年度  備蓄資器材の循環使用、産業廃棄物の適正な処理を実施した。

　　・救急活動で使用する感染防止対策資器材を整備するとともに、新たに感染防止衣（下衣）をディスポタイプからリユース
　　　タイプへ仕様変更し、財政負担を軽減する。

款

目

040

08

001

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

8010470000

事業３感染防止等対策事業費

消防署消防管理課

01

所属

077

感染防止等対策事業費事業２

２　全体計画[Ｐ]

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果　感染症発生時に適切な感染防止対策及び使用資器材の整備を行い業務の継続
　　　　・目 標 値　業務継続計画に基づく備蓄資器材の充足率を100%とし、使用期限がある資器材を循環使用し管理を行う。

                    不足が起きないよう適切な備蓄を行う。
　　　　・ＳＤＧｓ　 3　すべての人に健康と福祉を

　　　【議会】

　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）：　　　　3,902千円
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　　3,902千円

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]

null
４　事業の自己評価（目標値に対する効果の検証・課題・問題点等）[Ｃ]
　　・感染症等に対応するための資器材を見極め、計画的に整備し、使用期限を迎える前に循環させ使用することが課題となる。

　　・令和6年度　備蓄数の見直しを図リ、備蓄資器材の循環使用、産業廃棄物の適正な処理を実施した。

　　　　　　　　　　11　住み続けられるまちづくりを

　　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）：　　　　1,570千円

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律、救急隊の感染防止対策マニュアル
　　　　・計　　画　新型インフルエンザ等感染症対策に係る秦野市消防本部業務継続計画

　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：       12,021千円
　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：　　　　2,647千円

　　　　・目　　的　救急活動等を通じた感染症の拡大を防止し、感染症のまん延時においても継続的かつ安全な救急業務を実
                    施する。
　　　　・内　　容　救急活動等に使用する資機材の消毒・交換・廃棄のため、感染防止対策物品の整備及びまん延時の資器材

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

消防費

０１０８０１０１

消防費

常備消防費

項 01

事業１



款

目

040

08

001

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

8010470000

事業３感染防止等対策事業費

消防署消防管理課

01

所属

事業２

　　　　・内　容

    ・新型感染症対策の教訓と英知に基づいた業務継続計画により、引き続き感染防止対策資器材を循環的に整備する。

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

      ・感染防止衣（リユースタイプ）　令和7年度：20着　令和6年度：32着　令和5年度：80着　　　　　
　　  ・産業廃棄物処理　　　　　　　  令和7年度：4缶 　令和6年度：2缶　 令和5年度：6缶　    

　　　　　　　　　3年間で約6,073千円の削減効果が見込まれます。

　　
７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

　　　　・内　容　救急活動で使用する感染防止衣を従来のディスポタイプからリユースタイプへ2か年で更新し、

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　千円（　　千円）
　　　　・内　容　
（2） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　千円（　　千円）

（3） 行財政改革の取組（歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　 6,073千円（　6,073千円）

事業１

　　　・業務継続計画に基づく備蓄資器材の整備（感染防止衣（下衣）:ディスポタイプ）に伴う増額

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由
　　　・感染防止衣（下衣）をディスポタイプからリユースタイプへの仕様変更に伴う増額

077

感染防止等対策事業費
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当 初 予 算

消防費

０１０８０１０１

消防費

常備消防費

項 01
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